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酸性雨などの地球規模の環境問題

サイバーテロなどのＩＴ犯罪

クローン人間などの倫理的な問題
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科学技術と社会・国民との関係① －科学技術に対する国民の関心、期待と不安
科学技術への関心について、国民の約半数が科学技術についてのニュースや話題などに関心を寄せている。 一方、若年層における科学技術への関心は
低下傾向。また、科学技術に関する基礎的な概念の理解度は、先進国中第１３位にとどまっている。
国民は、一般的に、科学技術は生活等の向上に役立っていると思っているが、他方で科学技術を十分理解できていないことから生ずる不安を感じている。ま
た、科学技術政策に、国民自身の参画が一層必要と考えている。

（参考資料１－１）
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科学技術に対する国民の関心科学技術に対する国民の関心

科学技術に関する基礎的な概念の理解度科学技術に関する基礎的な概念の理解度
（１８歳以上の成人への各国共通１１問の平均正答率）（１８歳以上の成人への各国共通１１問の平均正答率）

＜参考＞
（各国共通１１問からの抜粋）

以下に対して正誤を問う
－地球の中心部は非常に高温である。
－電子の大きさは原子の大きさよりも
小さい。

－抗生物質はバクテリア同様ウィルス
も殺す。

－放射能に汚染された牛乳は沸騰さ
せれば安全である。 等
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科学技術と社会に関する世論調査（抜粋科学技術と社会に関する世論調査（抜粋） （内閣府・平成１６年２月）

科学技術に対する期待と不安科学技術に対する期待と不安

３

（出典：内閣府「科学技術と社会に
関する世論調査（平成１６年２月））



科学技術に対する政府の財政的支援を充実すべきか？科学技術に対する政府の財政的支援を充実すべきか？
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～最新の内閣府世論調査の結果より（「科学技術に関する特別世論調査」、平成１７年５月実施）

科学技術政策への国民の参画方法（複数回答）科学技術政策への国民の参画方法（複数回答）
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科学技術と社会・国民との関係② －科学技術に対する国民の期待にどのように応えるか

（参考資料１－２）

大いに貢献すると思う ある程度貢献すると思う わからない

あまり貢献しないと思う 全く貢献しないと思う

そう思う どちらかというとそう思う わからない

どちらかというとそうは思わない そうは思わない

■ わからない 調査対象： 全国２０歳以上の者3,000人、回収結果：2,105人（回収率70.2%） ４



（参考資料２）政府研究開発投資額の目標について

○第２期科学技術基本計画における記述

・第２期基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％

・上記期間中のＧＤＰの名目成長率が３．５％

→上記を前提として５年間の政府研究開発投資総額規模は 約２４兆円

注１ ：地方公共団体の金額は国の科学技術関係経費との整合性を考慮し整理した金額。
なお、平成16年度地方公共団体の金額は当初。

注２ ：平成17年度は当初予算のみ。
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成17年度政府予算案及び平成16年度補正

予算における科学技術関係経費（速報値）」等

国 地方公共団体
合計

（政府研究開発
投資）

ＧＤＰ実績

平成１３年度 ４兆　７６６億円 ５,０７６億円 ４兆５,８４２億円 ５０２．６兆円

平成１４年度 ３兆８,６８２億円 ４,８９９億円 ４兆３,５８１億円 ４９７．６兆円
平成１５年度 ３兆６,０１５億円 ４,４７５億円 ４兆　４９０億円 ５０１．３兆円

平成１６年度 ３兆６,３８９億円 ４,４４２億円 ４兆　８３１億円
５０５．１兆円
（実績速報値）

平成１７年度 ３兆５,７８５億円 Ｐ（未定） ３兆５,７８５億円
５１１．５兆円
（見通し）

合計（５年間） １８．７６兆円 １．８９兆円 ２０．６５兆円＋Ｐ ２,５１８．１兆円

２,５１８．１兆円×０．８６％ ＝ ２１．６５兆円

※第２期基本計画策定時の想定

ＧＤＰ合計： ２,７８３兆円

政府研究開発投資合計： ２４兆円

○政府研究開発投資の実績（平成１７年度地方分を除く）

０．８６％

○第２期科学技術基本計画における記述

・第２期基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％

・上記期間中のＧＤＰの名目成長率が３．５％

→上記を前提として５年間の政府研究開発投資総額規模は 約２４兆円

注１ ：地方公共団体の金額は国の科学技術関係経費との整合性を考慮し整理した金額。
なお、平成16年度地方公共団体の金額は当初。

注２ ：平成17年度は当初予算のみ。
データ：文部科学省科学技術・学術政策局「平成17年度政府予算案及び平成16年度補正

予算における科学技術関係経費（速報値）」等
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○政府研究開発投資の実績（平成１７年度地方分を除く）
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（参考１） 主要国における政府負担研究費の
対国内総生産（ＧＤＰ）比の推移

出典：各国統計データを基に内閣府作成

（参考２） 各国の科学技術予算の伸び率の比較
（９５年度を基準（１００）とした場合の伸び率）
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（参考資料３）
我が国の科学技術投資にかかる資源配分の俯瞰図

（平成１７年度科学技術関係予算）

わが国の科学技術関係予算は、基礎研究、応用研究、実用化・事業化の各段階に配分。

研究実施の観点からは、大学等のように研究者の自由な発想に基づく研究（ボトムアップ型）から、独立行政法人事業、各府省直

轄事業のように、組織の使命に沿った研究（トップダウン型）まで様々な性格のものがある。

※下図中、各楕円の大きさは、概ね、予算額の規模を示している

科学技術関係予算：
約35,800億円

研究開発等事業費： 約32,900億円

基礎研究 応用研究 開発研究 実用化／事業化

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
型

ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
型

宇宙航空研究開発機構： 約1,800億円

海洋研究開発機構： 約380億円

理化学研究所： 約750億円

産業技術総合研究所： 約730億円

科学技術振興調整費： 約400億円
産業技術研究助成事業(NEDO)： 約90億円 等

独立行政法人（競争的研究資金を除く）： 約10,500億円

競争的研究資金：約4,700億円

日本原子力研究開発機構： 約1,900億円

情報通信研究機構（競争的研究資金を除く）： 約380億円

国立環境研究所： 約100億円

科学技術振興機構（競争的研究資金を除く）： 約280億円

新エネルギー・産業技術総合開発機構（競争的研究資金を除く）： 約1,700億円

農業・生物系特定産業技術研究機構（競争的研究資金を除く）： 約400億円

国立試験研究機関：約2,100億円

防衛庁技術研究本部： 約1,400億円
国土地理院： 約110億円

国立感染症研究所： 約70億円

科学研究費補助金： 約1,880億円
21世紀COE： 約380億円 等

厚生労働科学研究費補助金： 約380億円
戦略的創造研究推進事業(JST)： 約480億円 等

情報収集衛星：約600億円各府省直轄事業：約3,400億円

国立大学・私立大学（科学技術関係）：約11,200億円

国立大学法人：約9,400億円

大学共同利用機関法人 約1,000億円

その他： 約2,900億円 （上記研究開発等事業費のほか、各府省が実施する制度事業費（産学官連携推進、知的基盤整備、科学技術理解増進等）等）

６（出典： 内閣府作成（平成１７年））




